
行政サービス実施コスト計算書
（平成23年４月１日～平成24年３月31日）

（単位：円）

Ò 業務費用
損益計算書上の費用
業務費 7¶183¶454¶687

一般管理費 1¶718¶570¶560

財務費用 2¶651¶687

雑損 2¶944¶490

臨時損失 1¶956¶396
EEEEEEEE

8¶909¶577¶820

（控除）
受託収入 －521¶469¶528

入場料収入 －808¶396¶642

展示事業附帯収入 －253¶029¶977

財産利用収入 －184¶251¶055

寄附金収益 －138¶274¶099

財務収益 －746¶400

雑益 －6¶336¶653

資産見返寄附金戻入 －35¶039¶284
EEEEEEEE

－1¶947¶543¶638

Ó 損益外減価償却相当額 2¶843¶470¶921

Ô 損益外除売却差額相当額 54¶825¶853

Õ 損益外減損損失相当額 1¶033¶200

Ö 引当外賞与見積額 －29¶079¶136

× 引当外退職給付増加見積額 47¶767¶149

Ø 機会費用
国又は地方公共団体財産の無償又は減額された
使用料による賃借取引の機会費用

135¶071¶734

政府出資等の機会費用 1¶834¶621¶918
EEEEEEEE

1¶969¶693¶652
EEEEEEEE

Ù 行政サービス実施コスト 11¶849¶745¶821
ÖÖÖÖÖÖÖÖ

利益の処分に関する書類
（単位：円）

Ò 当期未処分利益 44¶284¶052

当期総利益 44¶284¶052

Ó 利益処分額
積立金 44¶284¶052

独立行政法人通則法
第44条第３項により主務大臣の承認を受けよう
とする額
業務拡充積立金 `

EEEEEEEE
44¶284¶052
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注記事項
Ò．重要な会計方針
１．運営費交付金収益の計上基準
人件費のうちの役員給与、職員給与、法定福利費並びに管理部門の経費（特に指定するものを除
く）及び減価償却費については、業務の実施が運営費交付金と期間的に対応しているため期間進行
基準（一定の期間の経過を業務の進行とみなし、運営費交付金債務を収益化する方法）を採用して
おります。
人件費のうちの退職手当並びに事業部門の経費及び管理部門の経費のうち特に指定するものにつ
いては、業務達成基準（当該業務等の達成度に応じて、財源として予定されていた運営費交付金債
務を収益化する方法）を採用しております。
財務費用、その他計画外の発生費用については、費用進行基準（発生費用の額を限度として運営
費交付金債務を収益化する方法）を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法により行っております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～58年
構築物 ２年～63年
機械・装置 ２年～５年
車両・運搬具 ２年～７年
工具・器具・備品 ２年～20年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金を減額しております。

] 無形固定資産
定額法により行っております。なお、機構内利用のソフトウエアについては、機構内における
利用可能期間（５年）に基づいております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上方法
役職員の賞与については運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上
しておりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度の引当外賞与見
積額から前事業年度の同見積額を控除した額を計上しております。
４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上方法
役職員の退職給付については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当
金は計上しておりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自己都合退職金要
支給額の当期増加額に基づき計上しております。
５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品等・・・最終仕入原価法を採用しております。

（注記）
・国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用については、国
の庁舎等の使用又は収益を許可する場合の取扱の基準（昭和33年１月７日付大蔵省管財局長通知
蔵管第１号）及び堺市行政財産の目的外使用に関する条例（昭和39年５月29日付条例第36号）に
より計算しております。
・政府出資等の機会費用の計算利率については、10年もの長期国債の平成24年３月末利回りを参考
に0•985％としております。

６．収蔵品の評価方法
国からの承継分については、承継時の物品目録上の価額をもって評価しており、新規取得分につ
いては取得時の価額をもって評価しております。›
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